
平成２９年７月２８日 

国立研究開発法人 
日本医療研究開発機構 
契約担当職 
理 事 長   末 松 誠 
（ 公 印 省 略 ） 

入札公告 
下記のとおり一般競争入札に付します。 

 

記 

1．競争に付する事項 
  （１）件      名  平成 29 年度労働者派遣(Ｈ２９Ｓ０６)（単価契約） 
  （２）数量・規格  別紙仕様書のとおり 
  （３）履 行 期 間  契約締結日～平成３０年３月３１日 
  （４）履 行 場 所  国立研究開発法人日本医療研究開発機構 
                      
２．競争に参加する者に必要な資格 
  （１）国立研究開発法人日本医療研究開発機構契約事務の取扱に関する機構達第８条及び第９条の規定

に該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条第１項中、特別の理由がある場合に該当するものとする。 

（２） 国の競争参加資格（全省庁統一資格）において、平成 29 年度に、役務の提供等の「Ａ」「Ｂ」又
は「Ｃ」の等級に格付けされている者であること。 

（３）仕様書において定める特質を全て満たすものを提供できること。 
（４）国立研究開発法人日本医療研究開発機構から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 
（５）労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第 5 条第 1 項の許可を

受けている者であること。 
 
３． 入札書等の提出場所及び契約条項を示す場所 

入札説明書等は、ウェブサイトよりダウンロードすること。 
  東京都千代田区大手町1丁目7番1号 読売新聞ビル２３階 
  国立研究開発法人日本医療研究開発機構 経理部 契約調整グループ［担当：川島・廣瀬］  

TEL：03-6870-2208 FAX：03-6870-2240  
E-mail: nyusatsu2@amed.go.（案件毎にメールアドレスが異なるので、注意すること。） 

  
４．入札説明会の日時及び場所 
  実施しない。 
 
５．質問書の提出期限・場所  

（１）締切日時：平成２９年８月７日   １２時００分 
（２）提出場所：上記３．に同じ  
（３）提出方法：E-mail 又は FAX に限る。（電話では受け付けない。） 

件名は、「【質問書】（件名）（商号又は名称）」とすること。 
（４）回 答：平成２９年８月１０日（予定）（ウェブサイトに掲載） 

 
６．事前提出書類の提出期限・場所 

（１）提出期限：平成２９年８月１８日   １２時００分 
（２）提出場所：上記３．に同じ。 
（３）提出方法：持参 又は 郵送 

・持参の場合 ：ビルの入館は事前登録制になっているので、持参日の前日（土日及び祝日を 
除く）１６時までに３．の両担当者に、入館者全員の姓名をE-mail で連絡す 
ること。 
件名は、「【事前提出書類】（件名）（商号又は名称）」とすること。 
当日は、２０階総合受付で受付をし、待合スペースで待機すること。 

・郵送の場合 ：書留、特定記録等の記録の残る方法に限る。提出期限までに必着のこと。  
  
７．入札保証金及び契約保証金 
    免除。 
 
８．入札の無効 

本公告に示した入札参加に必要な資格のない者のした入札及び入札の条件に違反した入札は無効とす
る。 

mailto:nyusatsu2@amed.go


 
９．入札及び開札日の日時・場所 

 （１）開札日  平成２９年８月２５日 １４時００分 

 （２）場 所 東京都千代田区大手町 1 丁目 7 番 1 号 読売新聞ビル２０階 
 国立研究開発法人日本医療研究開発機構  ２３１会議室 
（ビルの入館は事前登録制になっているので、出席者名を平成２９年８月２４日１６ 

時までに３．の両担当者に E-mail で連絡すること。） 
件名は、「【入札及び開札】（件名）（商号又は名称）」とすること。 

 
１０．落札者の決定方法 
  （１）予定価格の制限の範囲内の金額を提示した競争参加者であって、別紙仕様書で指定する条件を

満たし、採用し得ると判断した資料を提出した競争参加者の中から、最低価格をもって有効な
入札を行った者を落札者と定める。 

  （２）落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の８％に相当する額を加算した金額
（当該金額に 1 円未満の端数が生じた場合は、切り捨てた金額とする。）をもって落札価格とする
ので、入札者は、消費税にかかる課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった金額
の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 
１１．その他 
  （１）入札に関する詳細は入札説明書による。 

（２）契約に係る情報の公表：当機構と一定の関係を有する者と契約する場合には、当機構からの契約者
への再就職状況等について公表を行うものとする。 

（３）本契約にあたっては、後日、その契約情報をウェブサイト上等で公表を行う。 
 
      
 
 

以 上 


